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研究成果の概要（和文）：本研究では，大規模自然災害，サイバー攻撃，内部不正等のさまざまな危機に対応で
きる
レジリエンスを備えた組織はどのようなものかを高信頼性組織論の視点から探ることを目的とし、あわせて，本
研究の起点である高信頼性組織論そのものの可能性と限界についての理論的検討を行った。一例として、国内で
はこれまで必ずしも注目されていなかった東日本大震災時の福島第二原子力発電所における危機対応におけるセ
ンスメイキングや心理的安全性の存在を確認した。また、組織ルーティン概念や組織不正のメカニズムについて
の研究を深めるともに、レジリエンスエンジニアリングなど近接概念との比較による高信頼性組織論の理論的な
位置づけを検討した。

研究成果の概要（英文）：Here is a longer revised version of the paragraph:

This study aims to explore the capabilities of resilient organizations in responding to various 
crises, such as large-scale natural disasters, cyber attacks, and internal fraud, from the 
perspective of High Reliability Organization Theory. The study also seeks to examine the 
possibilities and limitations of this theory as a starting point. For instance, we confirmed the 
presence of sense-making and psychological safety in the crisis response at the Fukushima No. 2 
Nuclear Power Plant during the Great East Japan Earthquake, which had not necessarily received 
attention in Japan. Additionally, we delved deeper into our research on the concept of 
organizational routines and the mechanism of organizational injustice. By comparing HRO Theory with 
related concepts such as resilience engineering, we examined its theoretical positioning. 

研究分野： 経営学、経営心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的意義としては、第一に、組織の危機対応とレジリエンスにおける概念について高信頼性組織
論の視点から明らかにしたことである。第二に、高信頼性組織論自身をレジリエンスエンジニアリングなど、組
織の「安全」や「セキュリティ」における諸概念のなかでの高信頼性組織論の位置づけを確認したことである。
社会的意義としては、第一に危機対応に関して組織として求められる活動を提示したことである。第二に組織不
正・組織事故等、組織のレジリエンスを既存する現象に対するメカニズムを明らかにし、その防止策を検討する
ことを可能としたことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
われわれは，2000 年代初頭より「高信頼性組織（HRO: High Reliability Organization）」に

ついての理論的・実践的研究を継続的に行ってきた。本研究では，大規模自然災害，サイバー攻
撃，内部不正等のさまざまな危機に対応できるレジリエンスを備えた組織はどのようなものか
を高信頼性組織論の視点から探っていく。われわれの研究は日本における高信頼性組織研究の
先駆的なものであり，研究方法論としてナラティブやディスコースなど質的研究に関する豊富
な実績をもっている。高信頼性組織とは，過酷な状況下にもかかわらず高い信頼性を維持し続け
ることのできる組織，言い換えれば，想定外の事態にも強い組織である。 
本研究開始当初，理論的には，高信頼性組織の代表的研究者 Weick＆Sutcliffe（2015）が

“Managing the Unexpected”の第3版を出版し，組織化(organizing)やセンスメイキング（sense 
making）の概念を中心に据えた，よりダイナミックな「高信頼性組織化（high reliability 
organizing）」の概念を提示していた。これを受けて，われわれは組織的視点からの安全とセキ
ュリティの追求という観点で，日本企業における高信頼性組織化を議論していた。さらに，関連
するレジリエンス(resilience)概念についても検討する必要性が感じられた。そのため，研究テー
マを「これからの組織に求められる危機への対応とレジリエンス：高信頼性組織論の視点から」
とした。 

一方，社会的状況としては，新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が猛威を振るい，当初
開催が予定されていた東京オリンピックも中止や延期が議論されるなど，大きな混乱のなかで，
まさにすべての組織に「危機への対応」が求められていた。科研費申請時に企図していたリサー
チサイトはもとより研究者自身も対応に追われ，研究活動は大幅に制限された。危機対応の最前
線に当たるリサーチサイトに不用意な介入を行うことは，高信頼性組織理論からも望ましいも
のではないこと，われわれも所属機関や家庭における危機対応主体としての役割があることか
ら，研究の延期・縮小，研究方法や研究対象の変更等もやむなしとした。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は,高信頼性組織（化）論の視点から,日本の組織において大規模自然災害・サイ

バー攻撃・内部不正等の危機に対する対応がどのようになされているのか,また,なされてきたの
かを明らかにし,組織レジリエンスの向上のために必要な条件を探っていくことにある。その研
究成果は,学術的領域において高信頼性組織（化）論の発展につながるのみならず,実務的領域に
おいても喫緊の課題である,組織レジリエンスの向上と危機対応についての知見を提示していく
ことになる。また,これを明らかにする過程において,本研究が拠り所とする高信頼性組織(化)論
そのものの可能性と限界も理論的に検討していく。 
 
３．研究の方法 
 本研究プロジェクトは，基本的には社会構成主義の視点に立ち，調査研究の方法としては，高
信頼性組織研究の特徴であるトライアンギュレーション(triangulation)を強く意識している。
そのため，情報リソースの性質や研究対象の属性などにしたがって，多面的なアプローチを行っ
てきた。具体的には，高信頼性組織論関連および対象業界についての文献・資料調査，従業員や
ステークホルダーを対象としたアンケート調査，信頼性の維持向上に従事する担当者やマネジ
ャーに対するインタビュー調査，事故や不正発生時の従業員および管理者の会話や事故調査報
告書の内容を基本データとしたディスコース分析およびネットワーク分析，報道資料等の二次
資料を基にしたゲース分析，そして実際の現場を対象としたフィールドワークを行い，これらを
統合して，組織に求められる危機への対応を複眼的・重層的に明らかにしていく。 
 
４．研究成果 
（1）高信頼性組織とレジリエンスの理論的検討 
Weick の高信頼性組織理論を再訪し，これまでの安全マネジメントで重視されてきた安全文化

論の問題点を検討した。安全文化論では組織成員の行為を統制する認知枠組みの変化が注目さ
れてきたが，むしろ HRO は認知的には安定したパターンを形成し，これを遂行する現場の実践に
よって不測の事態に対応している。したがって安全マネジメントにおいては，組織の文化ではな
くルーティンやその実践に注目する必要があることを主張した(吉野)。 
また，高信頼性組織研究においても最近注目を集めている社会物質性（sociomateriality）に

ついて，この概念の極めて論争的な性質についてメタ理論に注目しながら丹念に理論的検討を
行った（中原）。 

さらに,近年の安全マネジメントで注目されているレジリエンス概念に関して，先行研究の批
判的検討を行った。ここでいうレジリエンスとはシステムを維持するための学習能力を指す。先
行研究ではこれを引き出すべくルールやマニュアルによる標準化を和らげる必要性が指摘され
ているが，それにより標準化がレジリエンスを促している側面や，標準化を緩めることでレジリ
エンスが損なわれる危険性があることを指摘した。また先行研究では，レジリエンスが組織の安



全性を高めることを前提に議論が展開されているが，チャレンジャー号爆発事故やアメリカ空
軍による陸軍ヘリコプターの誤射といった事故研究の古典を題材に，現場の状況適応的な学習
が逆に事故を招くというパラドクスが生じる可能性を指摘した（吉野）。 

高信頼性組織理論は，Hollnagel のいうレジリエンスエンジニアリングや他の安全マネジメン
ト理論とどのように違うのか，関連分野の研究者とともに諸概念の共通点，相違点を議論すると
ともに，今後の課題を検討した（中西）。 

 
（2）組織事故と組織不正 

技術と経営組織を巡る研究を①技術決定アプローチ②技術構成アプローチならびに③統合ア

プローチの観点から概観した。次に不適合と逆機能の概念を明確にした。さらに組織事故の理論

モデルを提示し，組織事故の原因を考察した。最後にデジタル・AI 技術の進展が経営組織にも

たらす功罪について考察した（藤川）。 

また，ルーティン・ダイナミクスの観点から組織事故を分析する意義を検討した。ルーティン・
ダイナミクスとは組織のルーティンが実践の中で維持または変化するという考え方で，この視
点で組織事故を捉えると，特定のルーティンを遂行するうちに事故を招くケースや，組織間のル
ーティンのタイトカップリングやリカップリングによって事故が起こるケースがある。こうし
た事故のダイナミズムを明らかにすることは，特定の要因に原因を帰属させるアプローチを採
用してきた先行研究に対して理論的・実践的な含意を持つ（吉野）。 

組織不正については，計画部門の不正に繋がる意図の有無，および実施部門の不正に対する認

識の有無から，組織不正を 4 つのタイプに類型化した。さらに，そのうちの 2 タイプ，①意図的

組織不正および②無自覚加担型組織不正，について事例研究を通じて比較・分析することで，両

者の醸成メカニズムの異同について明らかにした（藤川）。 

また，燃費不正の問題が社会的な耳目を集めていることを踏まえ，三菱自動車とスズキの両社
がどのような燃費不正を行っていたのかを研究した。その結果分かったことは，本来燃費不正を
抑制する機能をもつ燃費試験基準が，数値化されていることでかえって燃費不正を誘発するこ
とが明らかになった。さらに，これまで「不祥事」とはどのように報道されてきたのかを明らか
にするために，「不祥事」を単なる組織問題ではなく社会問題として捉えた上で，この報道傾向
を明らかにした。本研究では，1980 年代〜2000 年代までの「不祥事」に関する新聞記事を分析
したところ，「不祥事」が年代に応じて「特定の主体による一方的な暴力や危害」（1980 年代），
「不適切な資金移動」（1990 年代），「偽装と隠蔽」（2000 年代）のように意味内容が変化してい
ることを明らかにした。これらを踏まえ，「不祥事」についての体系的な理解を目指すべく『社
会問題化した組織不祥事：構築主義と調査可能性の行方』と題した書籍を刊行した。この書籍で
は，（1）組織不祥事に関連した研究領域についての理論的検討，（2）組織不祥事を調査するため
の構築主義の方法論的検討，（3）組織不祥事事例の調査比較を行い，（単なる組織問題ではなく）
社会問題としての組織不祥事の理論的・経験的検討を行った（中原）。 
 
（3）チームと現場 

人工物のフレーミングに注目して航空機整備の事例分析を行い，現場のルーティンが生成・維
持されるプロセスを明らかにした。フレーミングとは人工物に人間の意図や行為のプログラム
を刻み込むことで，利用者から特定の行為を誘導することをいう。航空機整備では，現場の整備
士のマニュアル参照を促すべく，航空日誌や作業指示書といった文書がフレーミングの媒体と
して利用されていた（吉野）。 

現在の産業組織の多くで作業単位として活用されているチームは，業務効率を高める一方で，

機能不全に陥ると事故など甚大な損失・被害をもたらす可能性がある。組織の安全性に関連する

チームワーク研究の知見をレビューし，チームの機能不全を克服し，かつ高信頼性組織の機能を

下支えする現場オペレーションの鍵となるチームワークの要素を整理した。さらにこれを基に，

高信頼チームのチームワーク要素を測定する尺度項目を試作し，Web 調査で収集したデータによ

り，機能不全兆候との関連を吟味した。今後，体系的に組織や事業所単位での調査実施・分析を

進めるための基盤となる資料が得られた（三沢）。 

また，近年企業において注目されているサイバーセキュリティ事案において活躍するサイバ

ーインシデント対応チーム（Computer/Cyber Security Incident Response Team: CSIRT）につ

いて，経営学的視点から求められる基本的要件を明らかにするとともに（中西），これらのチー

ムを実践論的視点から研究することの可能性を議論した（寺本）。 

 

（4）危機対応と心理的安全性 

東日本大震災で過酷事故に至った東京電力福島第一原子力発電所に対して，「もうひとつの

FUKUSHIMA」と言われる福島第二原子力発電所では，最悪の事態を免れた。その要因の組織論的

分析として，海外では Weick のセンスメイキングや Edmondson の心理的安全性の視点からの議

論があるが，日本での研究は少なかった。これに対し，当時の増田所長率いる福島第二原子力発

電所のチームの対応について，増田所長へのインタビューや二次資料をもとに危機対応の家庭



を分析し，「拡張されたセンスメイキング」,「心理的安全性を支える態度の一貫性」,「メディ

アによる境界形成」という視点を提示した（中西）。 

また，複雑化・困難化する教育ニーズへの対応を急務とし，昨今さまざまな変化に直面してい

る学校組織の教員集団を対象に，専門職としての協働と継続的学習について検討した。教員の自

律性と学習，チームワークを実証的に把握・検討した一連の調査研究の知見から，組織としての

協働的な組織風土を醸成することが，教員集団の心理的安全性を高め，現状からの改善を指向し

た行動を導くことが示唆された（三沢）。 

 

（5）新型コロナウイルス感染症流行への対応 

新型コロナウイルス感染症の影響を背景に企業のリモートワークや DX 推進が急速に拡大し，

組織メンバー間の相互作用にデジタルツールを活用する重要性が高くなった。このことを踏ま

え，1990 年代以降から蓄積されてきたバーチャルチームの実証的・理論的知見をレビューし，

バーチャルチームの概念定義や相互作用プロセスの性質を整理した。さらに，その結果に基づい

て設計・実施した Web調査により，バーチャルな相互作用に影響する課題特性，およびバーチャ

ルな相互作用が影響を及ぼすチームの学習プロセスを検証した（三沢）。 

また，新型コロナウイルス感染症急拡大時に発出された緊急事態宣言は，時期的に新年度・新

学期と重複し大きな混乱を招いた。この緊急事態宣言下における大学生の行動変容について Web

アンケート調査から，当時の混乱した状況や学生および大学の心理・行動，地域や学年による差

異を明らかにした（中西）。 

 

（6）一般理論との接続 

 新型コロナウイルス感染症のなかで，フィールドワークが限定されていたため，これまでの研

究を踏まえ，以下のような一般理論の検討も行った。 

組織におけるディスコースやシンボル等を通じて対象物を表象する行為に着目して研究を進

展させた。一般的に表象とは，具体的あるいは抽象的な事物を何かで表すこと，何らかの意味を

作り出す対象として捉える。この「表象」を検討することにより，これまで組織研究で議論がな

されてきた正統性(legitimacy)や社会物質性(socio-materiality)に関する理論研究や，戦略，

技術，高信頼性，ブラック企業といったこれまで経営学の領域で扱われることが多い経営現象に

ついて，なぜそれらが生じたのか，そしてそれらがどのように利用されるのかについて検討する

ことが可能になる。表象と実践的行為とは切り離すことはできない。表象を契機として多様な実

践的行為が生じ，その中である行為が正統性を獲得する。「表象」という概念を用いることでシ

ンボリズムなどでは十分に語ることができなかった，実践的行為がいかに生成され用いられる

かについて明らかにしてきた（高木）。 

 また，Hitt et.al.『戦略経営論：競争力とグローバリゼーション［第 3版］』（原書名“Strategic 

Management : Competitiveness and Globalization”）の翻訳書を出版した（2021 年 11 月出

版）。本書は，多面的かつ実践的な戦略経営の分析を提供するものである。また，最新の研究に

基づき，実際の企業がどのように戦略経営のツール，テクニック，コンセプトを使用しているか

を解説している。具体的な本書の特徴として，①市場に出回っている戦略経営の概念を網羅して

いること，②古典はもちろん最新の学術研究も分析・議論し，解説していること，③600 社以上

の企業を事例として取り上げ，戦略経営の活用方法を解説していること，が挙げられる（星・高

木）。 

 さらに，「経営戦略のコミュニティ・ベースト・アプローチ」という視点を検討した。組織は

多数のコミュニティによって構成され，それらの相互作用や変容を通じた戦略創造プロセスに

ついて探究した。はじめに，組織にはいくつかの「実践コミュニティ」が存在しているという議

論を進めた。次に，それらコミュニティ間の「越境的対話」についての検討を進め，それによっ

てコミュニティ間の関係が再構築される過程についての論理を展開した。その後，事例を取り上

げながら，コミュニティ間の関係の再構築を通じた新戦略創造のプロセスについての考察を進

めた（星）。 

 また，経営戦略に関連するキーワードを収録した『経営戦略ハンドブック』において，「構造

的空隙」などの用語解説を行った（中西・星）。 

 

（7）アウトリーチ 

 オンラインでの取り組みが中心であるが，サイバーセキュリティ分野や電力・原子力分野への

研究成果を踏まえたアドバイスは継続的に行った。また，新型コロナウイルス感染症対応に取り

組んでいる医療機関等への情報提供に務めた。 
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